
 

監査公表第 11 号(令和元年 10 月 25 日、県公報第 49 号登載) 

 人づくり・県民生活部、保健医療介護部及び福祉労働部出先機関定期監査結果に基づく措

置通知(平成30年度) 

  

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第９項の規定により報告した人づくり・県

民生活部、保健医療介護部及び福祉労働部出先機関定期監査結果（平成31年３月18日30監

総第895号）に基づき、知事から措置を講じた旨の通知があったので、同条第12項の規定

により、次のとおり公表する。 

令和元年10月25日 

 

               福岡県監査委員       藤 山 泰 三   

               同             行 正 晴 實  

               同             岩 﨑   勇 

                同             長   裕 海 

 

 

  



１ 保 総 第 ９ ６ ３ 号 

令和元年１０月１１日 

福岡県監査委員  藤 山 泰 三 殿 

 同        行 正 晴 實  殿 

 同        岩 﨑   勇 殿 

 同        長   裕 海 殿 

 

                      福岡県知事  小川 洋  

 

監査の結果に係る措置について（通知） 

 

平成３１年３月１８日３０監総第８９５号の監査結果の報告に基づき、次のとおり講じ

た措置について通知します。 

 

記 

 

注意事項 

対象機関の 

属する部局名 

監査の結果 講じた措置の内容 

保健医療介護部 総合庁舎構内交換電話設備

改修工事において、決裁権者

の承認を得ずに工期を変更し

ていた。 

所属長から、決裁に関わる職員

に対して、決裁の内容と異なる事

務処理を行うことがないよう厳重

注意し、さらに、工期は契約の重

要な事項であり、その変更が契約

に重大な影響を及ぼすことを認識

させ、適正な事務処理の遂行を強

く指導した。 

所属長自身も、決裁における厳

格なチェックを徹底することとし

た。 

本庁主管課である保健医療介護

総務課長は、当該所属に対して、

適正な事務処理を徹底するよう改

めて指導するとともに、部内の各

所属に対し監査結果の周知を行

い、注意喚起した。 



保健医療介護部  生活保護費において、住宅

扶助費の入力を誤ったため、

支給過大となっていた。 

 生活保護電算システムの入力方

法について、本業務を行っている

全職員に資料を配布し、入力結果

について間違いないことを確認す

るよう指示した。 

係内に電算システム担当を設

け、生活保護電算システムの知識

が少ない担当に対して、入力時の

相談・フォロー体制を確立した。 

 また、認定の変更が生じた場合

は、入力が正しく行われている

か、課長、係長は入念に確認を行

うことで再発防止を図ることとし

た。 

 生活保護費返還金におい

て、収入未済額が前年度に比

べて増加している。 

保健福祉（環境）事務所におい

ては、以下の取組を徹底すること

とした。 

・ 被保護者の収入に関する情 

報の事前把握を行うとともに、

収入の発生について速やかに報

告するよう指導する。 

・ 収入未済が発生した場合に 

は、債権回収員と連携を密にし

て、文書、電話、昼間及び夜間

の訪問による督促、納入指導を

行う。 

・ 債務者の資金状況を勘案し、

一括返還が困難と見込まれる者

に対しては履行延期申請の指導

を行い、分割での納付を促す。 

保護・援護課においては、各事 

務所に対し、所内関係部署の連携

強化及び収入未済解消対策会議の

開催を行うよう通知した。 

 

 

 



１福総第１００３号 

令和元年１０月１１日  

 

福岡県監査委員  藤 山 泰 三 様 

 同        行 正 晴 實  様 

 同        岩 﨑   勇 様 

 同        長   裕 海 様 

 

福岡県知事 小川 洋    

 

監査の結果に係る措置について（通知） 

 

平成３１年３月１８日３０監総第８９５号の監査結果の報告に基づき、次のとおり講じ

た措置について通知します。 

記 

指摘事項 

対象機関名 監査の結果 講じた措置の内容 

福岡高等技術専門校  廃棄物処理業務の支出にお

いて、支出科目を誤ってい

た。 

支出科目については、直ちに

本来の委託料に更正した。 

今後、福岡高等技術専門校

は、審査事務の手引きのほか、

会計事務研修資料等により適正

な支出科目を確認し、予算計上

時に所管課である職業能力開発

課と十分協議、調整することで

適正な事務手続を行うこととし

た。    

職業能力開発課においては、

類似事例の再発防止を図るた

め、今回の指摘内容を他の高等

技術専門校等に周知し、注意喚

起した。 

 

 

 

 

 



 

 

注意事項 

対象機関の 

属する部局名 

監査の結果 講じた措置の内容 

福祉労働部  職業訓練委託費返還金にお

いて、前年度に引き続き、未

収金回収のための充分な徴収

努力がなされていない。 

 これまで、本債務者と面会でき

なかったが、自宅訪問の時間を変

更し、頻度を多くしたところ面会

に至り、定期的な分割納付を約束

させ、また、納付書を手交の上、

一部納付をさせた。 

 今後も、確実な納付を促すため

納付書を手交することとし、計画

的な償還を働きかけていくことと

した。 

 

 


